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梗概 

「地域の活力につながる産業の活性化」というテーマに基づき、私たち関西大学永田ゼ

ミナール（以下、本ゼミ）が提案するのは、「お炭付きタウン南伊勢」である。南伊勢町は

深刻な少子高齢化と人口減少に悩まされている。それは南伊勢町の平均年収が日本の平均

年収と比べて低いために労働人口が町外へ流出し、後継者不足に陥っていることが原因だ

と考える。そこで、南伊勢町の主要産業である漁業と農業を活性化し、収入を増加させる

ことで人口減少に歯止めをかけることができると考えた。漁業と農業を活性化する方法と

して、他地域の商品との差別化を図り、稼げる漁業、農業を創り出す政策を考えた。大き

な枠組みとしては、南伊勢町を「お炭付きタウン」を名乗り、「炭の町」として南伊勢町の

炭を使った漁業、農業を売り出すことで認知度の向上に加え、商品のブランド力向上と消

費拡大につなげる。 

しかし、南伊勢町での数回のフィールドワークとヒアリング調査を通じて「お炭付きタ

ウン」を実現するためには炭の原料調達、炭の生産量の増加、担い手の育成の課題がある

ことが判明した。 

原料の調達問題は、森林が放置され、資源はたくさんあるにもかかわらずうまく活用さ

れていないことである。この課題に対する解決施策として、資源活用の具体的な案を 3 つ

出した。1 つ目は現在行われている炭の原料の調達方法を南伊勢町が仲介する方法である。

2 つ目は個人の山を行政が管理し間伐材を炭の原料として製炭者に安価で販売する方法で

ある。3 つ目は山林の土地区画整理事業を行う方法である。これにより資源を活用できる

土台ができる。 

また、炭を漁業や農業に活用するためには生産量も炭の種類も足りない生産量の課題も

ある。そこで、製炭者が南伊勢町で起業または既存企業が移転してき易い制度を設ける。 

さらに、南伊勢町に住む若者をはじめとした町民や、南伊勢町で仕事を見つけたい人に

対して、製炭者育成のための人材育成プランを提案する。 

これらの事業によって炭を南伊勢町で作り、南伊勢町で形を変え消費し、主要産業も活

性化する循環が生まれる。本政策案とそれを支える事業案は、南伊勢町の産業を活性化し

新たな雇用も創出するものである。それにより、人口減少に歯止めをかけ、地域の活力に

つながる。 

 

第 1 章 南伊勢町の現状分析 

1 節 人口減少の問題 



この章では、南伊勢町の現状について簡

単に述べる。南伊勢町が現在抱えている深

刻な問題として少子高齢化による人口減

少が挙げられる。図 1 で示したように南伊

勢町の人口は年々減少しており、2045 年に

は 3892 人と現在の 3 割程度にまで減少す

ると想定されている。また図 2 で示したよ

うに南伊勢町の人口の過半数を 65 歳以上

が占めており、この割合は 2045 年には 7

割以上になると想定されている（図 3）。こ

のように少子高齢化による人口減少は深

刻な問題となっており、2014 年に日本創生

会議が公表した将来消滅する可能性があ

る都市、「消滅可能性都市」にも指定されて

いる。人口減少が原因で生じている問題と

して①生徒数不足による小・中学校、高校

の存続危機、②商店等の撤退による買い物

難民の増加、③空き家・遊休施設の増加、

④限界集落の増加、⑤伝統文化の衰退、⑥

公共交通サービスの低下などが指摘され

ており、南伊勢町の再興には人口減少問題

の解決が必要不可欠であると言える。 

また、若者の町外への流出は進学と就職

時に集中している[1]。南伊勢町の平均年収

は約 272 万円である[2]。日本の平均年収の

433 万円[3]比べて南伊勢町の平均年収が低

いことが若者の就職時の流出に関係していると推察する。  

 

 

 

2 節 漁業の諸問題 

次に南伊勢町の漁業についての諸問題について述べる。南伊勢町は水揚げ量が三重県内

でもっとも多く、まき網漁業、大型定置網漁業、養殖漁業

など様々な漁業が行われている漁業が盛んな町である。し

かし、近年は海水温の上昇、濁水、磯焼け、赤潮といった

海の環境変化や燃料・餌の価格高騰、魚価の低迷、漁業従

事者の高齢化といった多くの課題を抱えており [4]、離職や

廃業に追い込まれるケースも少なくなく、就業者数は年々

減少している（図 4）。このままでは 2025 年には 284 人の

就業者が高齢を理由に離職すると推計されており、

図 1 南伊勢町の人口推移（国勢調査、地域別将来推計人口をもとに作成）  

図 2 南伊勢町の人口構成（2020）（地域別将来推計人口をもとに作成）  

図 3 南伊勢町の人口構成（2045）（地域別将来推計人口をもとに作成） 

図 4 海面漁業の就業者数 出典）地域経済分析システム（RESAS） 



次節で取り上げる農業と同様に若い後継者、新規就業者の確保が大きな課題となっている。 

 

 

3 節 農業の諸問題 

また、南伊勢町における農業の諸問題についてであるが、農業就業者数の減少と栽培面

積の減少、生産量の低下、後継者不足などが挙げられる。農業就業者数減少の要因には獣

害による営農意欲の低下や高齢化、などがある。南伊勢町の農業就業者の 7 割が高齢者で

あり（図 5）、平均年齢も年々高くなっていることがわかる（図 6）。このままでは 2025 年

には 112 人もの就業者が高齢を理由に離職すると推計されており、農地の荒廃や農業用水

の維持が困難になるといった懸念がある。また、就業者の減少に伴って栽培面積も減少傾

向にある（図 7）。さらに南伊勢町の農地は急傾斜地が多く作業効率が悪いことが、主力で

ある柑橘類の生産量の低下につながっていることが指摘されている。就業者減少を食い止

めるためにも若い新規就業者を確保する必要があり大きな課題となっている。 

 

 

 

 

 

4 節 林業の諸問題 

南伊勢町における林業は近年成長状態にある。具体的には、林業就業者数が 2005 年の

16 人から 2015 年には 27 人と 11 人増加したほか林業経営体も 2005 年には 0 経営体だった

のが 2015 年には 5 経営体に増加している。さらに図 9・図 10 で示したように林産物販売

図 5 農業就業者の年齢構成  出典）地域経済分析システム（RESAS） 

図 6 農業経営者の平均年齢  出典）地域経済分析システム（RESAS） 図 7 経営耕地面積 出典）地域経済分析システム（ RESAS） 



金額は 2020 年には 2000 万円と 5 年間で 10 倍に、林業作業請負収入も 2020 年には 2500

万円と 5 年間で 5 倍にそれぞれ増加している。このような成長は備長炭の製造や菌床シイ

タケ用の広葉樹の活用といった取り組みによるものだが、南伊勢町の林業を取り巻く環境

は依然として厳しいものがある。森林所有者の森林への関心の低さに起因する不適切な森

林管理や森林の所有者や境界が不明確なために森林管理に支障をきたしているケースも発

生しており、気候変動対策や災害対策といった観点からも森林の適切な維持管理が大きな

課題となっている。 

 
 

 

5 節 町民意識調査より 

南伊勢町が 20 歳から 40 歳を対象にして行った「令和 3 年度まちづくり町民意識調査ア

ンケート結果」では、住民の満足度が低く、今後の政策を行ううえで重要度が高い重点改

善分野に位置づけられた、「若者定住・移住の促進」と「雇用の創出」、「治山」も注目すべ

き課題として挙げられている。 

 

第 2 章 炭の活用と可能性 

1 節 なぜ炭なのか 

「新絆プラン」等を読み解くと、テーマである「地域の活力につながる産業の活性化」

は人口減少に歯止めをかけるための手段であると本ゼミでは考えた。また、公共政策フォ

ーラム 2022 では漁業や農業の活性化による労働者の収入増加、つまり稼げる仕事と新た

な雇用の創出ができる政策案を求められていると読み取れる。 

南伊勢町の町民の生活を支えるのは、主に漁業や、農業である。漁業や農業等、第一次

産業の産品は他地域との差別化ができず、買い手をつけることは難しい。現状として、稼

げる仕事となっておらず後継者不足に陥っていると考えられる。しかし、第一次産業で差

別化を実現できれば、私たちの事業の目的である稼げる仕事と雇用の創出が可能となり、

南伊勢町の産業の活性化につながると考える。 

そこで私たちが着目したのは「炭」である。「炭の町」として南伊勢町の認知度を高める

ことが、新たに稼げる仕事と雇用を創出すると考える。炭に着目した理由は、①「炭の町」

図 9 林産物販売金額  出典）地域経済分析システム（RESAS） 

図 8 林業総収入 出典）地域経済分析システム 



を掲げた競合他者が全国にいない、②南伊勢町には炭の原料となる資源が豊富にある、③

製炭のノウハウを持つ方が南伊勢町にいる、④南伊勢町の第一次産業の活性化に炭を活用

することができるためである。②③については 3 節で、④に関する炭を用いた漁業につい

ては 4 節で、炭を用いた農業に関しては 5 節で解説する。 

 

2 節 「お炭付きタウン南伊勢」 

地域の「イメージや認知度」と「地域の産業やブランディング」には相互作用がある[5]。

また、シティプロモーションを行うことで認知度の高まりと、農畜産物の評価の高まりが

見られ[6]、ブランド力が向上したと言える。実際、群馬県の『「すき焼き応援県」宣言』は

認知度の向上と、群馬県産の食材への評価の高まりが見られた。群馬県の事例で特徴的な

のは、全国に 300 以上ある牛肉ブランドの中で群馬県のブランド牛である上州和牛の認知

度を上げる事は、競合他者が多く難しいと判断し、競合不在のすき焼きに着目し、第一人

者を狙ったことである。南伊勢町の主とする産業の漁業、農業も競合他者が多い。そこで、

南伊勢町を競合不在の炭の町として認知度を高め、漁業、農業のブランド力向上と消費拡

大につなげていきたい。 

大分県の「かぼすブリ」はブランド力向上により差別的価格を獲得した例である。通常

の養殖ブリに比べて 100 円／kg から 200 円／kg ほど高値になっている[7]。このように「炭

を使った～」で南伊勢町の水産物や農作物が差別的価値を得られるようにしたい。  

 

3 節 製炭のための資源 

南伊勢町は町域の 85％が森林である。面積に直すと 20430ha が森林であり、そのうち植

林されたスギやヒノキは 6321ha、ナラ・クヌギ・カシ等、広葉樹の天然林は 13541ha、竹

林等の天然林は 568ha である[8]。そのうち町有林の広葉樹の天然林は 89.16ha であり、そ

のうち間伐予定は合計で 37.88ha 程度ある[9]。また、竹林等の天然林の中で実際に伐採で

きる竹林を少なく見積もって 2 割[10]と考えても、100ha 以上は利用可能な竹林がある。南

伊勢町屈指の備長炭の生産量を誇るマルモ製炭所の森前さんにヒアリング調査を行ったと

ころ、「一回の製炭で 0.05ha 伐採し、年に 20 回ほど製炭を行うので、年間の伐採面積は

1ha です」との回答をいただいた。また、南伊勢町の海岸沿いの山林には備長炭の原料と

なるウバメガシが生息しており、すぐに尽きる量ではないと言う。そのため製炭のための

資源は使いきれないほどあると考える。しかし、南伊勢町では林業は盛んでなく、手付か

ずの自然が残っている[11]ため、製炭のための資源は豊富であるがうまく活用されていない。 

 

4 節 炭の漁業への活用 

南伊勢町は日本屈指の漁獲量を誇り、町民の生活を支えている。漁業の活性化は地域の

活力につながる産業の活性化には欠かせない。 

環境の変化にも炭は有効である。濁水の改善については林業と深いかかわりがあるため

6 節にて触れる。赤潮を防ぐには水中の窒素およびリンの発生を抑制することが必要であ

る。和歌山県の岩谷水産では、飼料に紀州備長炭の粉末を添加した飼料を平成 24 年に開発

した。備長炭の特性を活かし、魚の品質向上に加え、養殖漁場の水質保全を図るという他

に類を見ない新しい取り組みを開始している。岩谷水産が和歌山県水産試験場に、飼料の



詳細な試験を委託した結果、身質が向上し、赤潮の原因として危惧されるリン・窒素の排

泄を抑えるという事が実証された [12]。つまり、炭によって赤潮の発生を抑えることができ

る。また、南伊勢町内には竹炭を飼料に配合した「お炭付き鯛」を養殖している南勢水産

がある。南勢水産によると炭には脂肪分を抑え、身の変色を遅らせ、鮮度を保持する効果

もあると言い、環境だけでなく魚自体にも良い効果がある。 

磯焼けに対しても炭を活用することは効果的である。藻場は多くの水生生物の生活を

支え、産卵や幼稚仔魚に成育の場を提供する以外にも、水中の有機物を分解し、栄養塩類

や炭酸ガスを吸収し、酸素を供給するなど海水の浄化に大きな役割を果たしている。しか

し、南伊勢町の藻場は現在減少傾向にある。南伊勢町が水産資源の豊富な漁場であるため

には藻場の再生が必要である。藻場の再生には鉄分が採水に溶け出すことが必要である。

製鋼スラグと竹炭を併せて使用することによって、製鋼スラグから鉄分が溶出するのを促

進し藻場の再生に効果があることが示されており [13]、全国各地で藻場の再生のために炭

は使われてる。同様に、鉄と炭を用いて牡蠣の養殖に成功した事例 [14]があり牡蠣の増産

にも期待ができる。さらに、山口県立水産高校では、アオサを使った実験で、鉄炭団子を

投入した結果、成長の速度が 2 倍になったと事例[15]がある。色が濃く、香りが高い品と

して評価されている南伊勢町のアオサも、鉄炭団子を利用した増産が期待できる。 

炭を用いた水産物は他との差別化が図ることができ、2 節で述べたようにブランド力向

上と消費拡大に期待が持てる。 

 

5 節 炭の農業への活用 

炭の農業への活用は南伊勢町が国からの支援を受けている南伊勢町バイオマス産業都

市構想とも合致する。 

炭を使った農業への活用方法としてバイオ炭がある。バイオ炭は、木炭や竹炭などが該

当し、具体的な定義としては、「燃焼しない水準に管理された酸素濃度の下、350℃超の温

度でバイオマスを加熱して作られる固形物」[15]とされている。 

バイオ炭の中の炭素は、難分解性であり、農地へ使用すると炭素が土壌中に貯留すると

ともに、土壌の透水性、保水性、通気性の改善など好ましい効果があり、収穫量増加にも

寄与するため、土壌改良資材として昔から使用されてきた。またバイオ炭の原料となる木

材や竹等に含まれる炭素は、そのままにしておくと微生物の活動等により分解され、二酸

化炭素として大気中に放出されてしまう。しかし、木材や竹などを炭化し、バイオ炭とし

て土壌に施用することで、その炭素を土壌に閉じ込め、大気中への放出を減らすことが可

能になる。農地へのバイオ炭の使用は、2019 年度に国際的な排出・吸収量報告における温

室効果ガスを吸収する取組の 1 項目として認められた[16]。つまり、農家の方々は、土壌改

良資材としてバイオ炭を使用することで、地力が向上するのみならず、温室効果ガスを削

減し、気候変動対策に貢献できる。 

さらに、J－クレジット制度 1)(図 10)が承認されたことでバイオ炭への需要も年々高ま

ると予想される。また、バイオ炭の市場は 2021 年の 11 億米ドルから 2028 年には 20 億米

ドルまで成長する[17]との見方など、各専門誌にてバイオ炭の市場の成長が予測されている。

南伊勢町内でバイオ炭を使用することにこだわらず、日本全国や海外への販売も視野に入

れていきたい。 



さらに、木炭を作る際に出る木酸液や竹炭を作る際に出る竹酸液を木炭や竹炭、バイオ

炭と混合し土壌に散布すると、微生物の住処となる炭の効果を向上させる[18]ため、南伊勢

町土壌をより豊かなものに変える可能性を秘めている。 

 

 

 

6 節 林業の活性化 

森林の機能は多岐にわたる。機能の代表としては CO₂の削減機能である。それだけでは

なく、水量の調節を行う水源涵養機能、土砂災害防止機能、大気を浄化し、養分を川や海

へ流し、豊かな生態系、美しい景観を作り出すといった地球環境保全機能や生物多様性保

全機能などがある。しかし、放置され、伸びきった樹木が増え続けると、森林の機能が正

常に働かない問題が発生する。 

放置され、茂り過ぎた森林が増えることで、地表には太陽の光が届かない現象が起こ

る。これにより土地が痩せ、地盤が緩くなり、崖崩れや土砂災害といった原因にもなりう

る。また、樹木は光合成により空気中の二酸化炭素を吸収し、酸素を排出する。しかし、

樹齢とともに光合成の効率は低下していく。樹齢 11〜40 年までの青年期がもっとも光合

成の効率がよく樹齢と共に光合成の効率は低下していく。成長が終了した樹木は、ほとん

ど光合成は行わずに呼吸活動を続けるため、二酸化炭素排出量が多くなり吸収効率が低く

なる。カーボンニュートラル 2）のためには森林の適切な管理が必要である。また、森林

が荒れることで土砂災害防止機能が働かずに土砂が流出し海の濁水が発生する。これは漁

業によって町民の生活を支えている南伊勢町にとって問題である。森林の適切な管理によ

って濁水が発生しにくくなることが見込まれる。その他、私たちが恩恵を受ける森林の機

能を十分に発揮させるには、間伐などの適切な森林整備が必要である。しかし、森林資源

は使われなければ整備を行う必要性がなく放置されてしまう。そこで、炭の原料として需

要を発生させることで治山と林業の活性化につながると考える。 

 

7 節 炭の可能性 

図 10 バイオ炭の品質管理と J－クレジットの流れ 出典）農林水産省 



炭には上記の漁業、農業への活用、林業の活性化以外にも新たな販路拡大や事業展開、

雇用創出の可能性を秘めている。 

例えば、炭の脱臭効果を活用したインテリアや、浄化作用を活用した水のろ過装置、デ

トックス効果が期待されるチャコールドリンクなど、炭を燃やすこと、肥料にすること、

飼料にすること以外にも事業展開の可能性を大いに秘めている。  

また、防災の観点から災害時など非常用の防災備蓄炭として活用することも考えられる。 

 

第 3 章 本政策の事業案 

ここまでで、どのようにして漁業や農業に炭を活用し「お炭付きタウン」を実現するこ

とができるのかについてと、「お炭付きタウン」を実現することで稼げる仕事が創り出せる

ことを説明した。しかし、現地で調査を進めていくと「お炭付きタウン」の実現には、炭

の原料調達、炭の生産量の増加、担い手の育成の課題に直面した。この章ではこれらの課

題に対する事業案を提示する。 

 

1 節 原料調達問題の解決 

1 項 問題の所在 

備長炭の原料であるウバメガシの調達は私有林や区有林から行なっている [19]が、山の所

有者が町内に居ない場合や、山の所有者は分かっていても境界線がどこか分からないとい

う問題がある[20]。境界線が明確でないと権利問題のリスクがあるため、私有林から木を切

ることができない。マルモ製炭所の森前氏からは「土地の所有者がはっきりしていれば、

原木の調達がしやすい」との声をいただいた。また、山の所有者としても山を持つことを

負担と感じ、負の遺産化している面もある。 

そうした調達問題の解決案を以下に示す。 

 

2 項 解決案 1 

1 つ目は、南伊勢町の自治区が保有している共有林について、区長を通して行政区内の

森林を管理するという名目で木を伐採する権利を得る方法である。現在南伊勢町では 38 の

行政地区を有しており、それぞれの地区で共有林を保有している。南伊勢町からそれらの

地区に対して、アプローチを行う。森林が適切に管理されなければ災害時に危険であると

いう管理必要性と、行政や森林組合による手入れの持続可能性を説明した上で、伐採権を

得る。この方法の展望は、はじめから全部という話ではなく最初は１つの行政区から許可

を得るところから始まり、徐々に複数、更に多くの行政区に理解を得る事で、まち全体で

炭を１つの産業として育てていく事を我々は考えている。  

 

3 項 解決案 2 

2 つ目は、山の所有者を明確にし、山の管理を市町村が請け負い、間伐材を製炭所に販

売し原料の調達をしやすくする方法である。方法としては、森林経営管理法に基づいて、

手入れの行き届いていない森林について市町村が森林所有者から経営委託を受け、林業経

営者に再委託、または公的に管理する制度がある。さらに共有者不明森林及び所有者不明

森林において必要な経営管理を実施するため、以下の特例措置が講じられている。市町村



は、経営管理が行われていない森林等について、必要かつ適当と認められる場合には、森

林経営管理法に基づいて経営管理権集積計画を定め、森林所有者から委託を受けて、市町

村が主体となって適切な経営管理を図ることができる  (図 11)。行政が山の管理を行う際

に出る間伐材を製炭者に安価に販売することで調達問題の解決を図る。 

 

 

 

4 項 解決案 3 

3 つ目は山の境界を明確にする方法である。山の境界を明確にする事業として、山林が

ある地域の森林組合や民間業者に区画整理事業を依頼することが挙げられる。現地では書

類の情報を参考にしつつ、植生する樹木の成長具合や手入れ状態などから境界を見つける。

個人で行うこともできるが、測量に詳しい人や、隣接する土地の所有者の立ち合いも自力

で手配する必要があるため、境界線が曖昧な山林は、地元の森林組合や民間業者に調査を

依頼するべきだと考える。民間業者に依頼する場合は、土地家屋調査士に測量から登記ま

での区画整理事業を任せることができる。 

 

2 節 南伊勢で起業しやすい制度の確立 

炭の町を謳うには、炭の生産量を増やすことは必須である。南伊勢町内唯一の製炭所で

あるマルモ製炭所は需要に対して供給が追い付いていない [21]現状がある。本事業案の炭を

使った漁業、農業、その他の活用のためには生産量と生産する炭の種類を増やす必要があ

る。そのためには、製炭者が南伊勢町で起業または移転してき易い制度を設けなければな

らないと考える。 

図 11 経営管理権集積計画の作成に係る特例措置の概要  出典）林野庁 



活用が期待されるのは、南伊勢町による雇用創出計画支援補助金（以下「補助金」と

いう）制度である。これは平成 28 年から始まった制度で、南伊勢町内で新たな働く場を

創出する事業計画を支援することでその計画を実現し、町内の産業活性化と働く場の拡大

を図ることを目的としている [22]。設備投資費の補助率は 50％であるため、実際にかかっ

た金額の半分は南伊勢町が負担してくれるのである。また、1 年以上の継続利用も可能で

ある。しかし、この制度をそのまま継続するだけでは製炭者が入って来てくれるとは限ら

ない。そこで、補助金制度に加えて町有林の伐採権を与える保証をつけることである程度

ターゲットが絞れる。また、高知県室戸市の「室戸市土佐備長炭製炭窯整備事業費補助金

交付制度」や、岩手県久慈市の「木炭製炭施設整備事業補助金制度」のように製炭者にタ

ーゲットを絞ってしまうのも一つの手である。 

さらにはクラウドファンディングの活用も積極的に行い新規参入への手厚い補助を行

う。炭焼き窯に関するクラウドファンディングで石川県珠洲市の大野製炭工場では約 170

万円[23]、愛知県豊田市の杉野さんは約 117 万円の資金調達に成功している[24]。自治体に

よるクラウドファンディングは成功事例が多数ある。備長炭やバイオ炭などをリターンと

すれば、PR にも使える。 

 

3 節 人材育成 

1 項 地元の学生へのアプローチ 

地域愛着は高校生の U ターン意識に影響する [25]。また、地域愛着は文化・産業が影響し

ており、森らは、小中学生時代に地域の産業を学ぶ機会が高校生になってからの定住意識

に影響していると推察している [26]。よって南伊勢町の若者の流出を防ぐには、産業体験が

必要であると考えた。加えて、政府が提唱している新しい学習指導要領でも、「何ができる

ようになるのか」という観点から、「知識及び技能」「思考力・判断力・表現力など」「学び

に向かう力、人間性など」の 3 つの柱からなる「資質・能力」を総合的にバランスよく育

んでいくことを目指している [27]。この 3 つを効率的に達成するためにも体験学習は非常に

適しているといえる。そこで、小中高校の学校教育の中でも比較的自由度が高い総合的な

学習の時間を使い、炭焼き体験や養殖の餌やり体験、森林環境教育などを行う。  

 

2 項 町民へのアプローチ 

「お炭付きタウン」を実現していくには、南伊勢町民の協力は不可欠である。炭への理

解を深める環境作りや住民と炭の距離感を詰めることは必要である。そこで本ゼミが提案

するのは、炭焼き講習会の定期開催である。炭焼きの魅力を発見してもらい、「お炭付きタ

ウン」に理解を得るとともに、地域の産業への貢献もできるんだという町民の充実感や活

力につなげる。 

 

3 項 町外に対してのアプローチ 

町内に対してだけでなく、町外からの人材も呼び込みたい。そこで注目したのが「南

伊勢町インターンシップ事業補助金」である。これはその名の通り南伊勢町内で実働 3 日

以上のインターンシップ受け入れを行う事業者およびそれらインターンシップの参加者を

対象とした補助金制度である。事業者に対しては、インターンシップ受け入れに際して生



じた消耗品費・保険費・クリーニング費等の経費を、一日当たり一人 5000 円を上限に補

助するという制度である。参加者には、参加時に南伊勢町内の宿を利用した場合の宿泊費

（一泊当たり 2000 円が上限）、居住地から事業所までの交通費（１年度当たり 20000 円

が上限）を補助するという制度である[28]。町内だけでなく町外からの人材育成費に充

て、南伊勢町の後継者不足を解消していきたい。 

 

第 4 章 実現可能性 

「お炭付きタウン」を実現するにあたって、炭の漁業や農業への活用は不可欠である。

炭の効果は科学的に証明されていることもあり、生産者にとって炭の活用はメリットが多

い。よって、炭の生産量が十分になれば導入はスムーズに進むと考えられ、実現可能性は

高いと考える。特に養殖業においては、南勢水産の舌古さんが「南伊勢町として炭を推し

ていけるのであればそのノウハウを提供したい」とおっしゃっており、炭を活用した養殖

業はすぐに広まると考える。 

調達問題に対する解決案 1 は、実際に民間ながらも南伊勢町唯一の製炭所であるマル

モ製炭所が伊勢路区から期限付きで伐採権を得たという事例がある。自治体から説明を行

えば、個人が話を持ち掛けるより公益性に説得力が出る。  

解決案 2 は、時間はかかるが、所有者が手入れをしなければ上限 50 年で森林の管理権

を自治体が得るので解決案 1、3 よりも持続可能性がある。 

解決案 3 はコストがかかる。そこで、区画整理事業を行うための資金源として私たち

が考えているのは、2024 年度から国内に住所のある個人に対して課税される国税の森林

環境税である。2019 年度から前倒しで譲与されており、三重県には 1 億 4 千万円以上が

交付されている。この森林環境税をもとに自治体による森林の経営管理や区画整理事業に

着手することが可能であると考える。また、森林環境税は森林整備だけでなく、人材育

成・確保や木材利用・普及啓発などの取り組みにも活用することができる税である。  

解決案 1、2、3 に関しては森林の土地所有者と管理に関わるため、水産農林課が行

う。 

第 4 章 2 節とで述べた事業案はそれぞれ前例があり実現可能性は高い。この事業を行

うのは雇用創出への支援補助金を行っている観光商工課が担うのが良いと考える。また、

こうした制度を認知してもらえるような広報活動も必要である。  

第 4 章 3 節で述べた人材育成案は、マルモ製炭所の森前さんを講師として実施するこ

とを考えており、森前さんにも承諾を得ている。事業費はみえ森と緑の県民税を活用す

る。実際にこの県民税を活用して南伊勢町では町内の小学校に対して森林環境教育事業を

実施している[29]。体験学習の実施場所は、南伊勢町内にある廃校を活用し、新たに炭窯

を作ることを計画している。実際に兵庫県宍粟市では廃校を利用して炭焼き体験を開催し

ている。マルモ製炭所代表の森前さんによると、炭焼きの窯など事業開始時の初期投資は

約 300 万円程度である。この費用はクラウドファンディングで集める。 

 

第 5 章 まとめ 

まとめるにあたってテーマをもう一度確認する。今回のテーマは「地域の活力につながる

産業の活性化」である。南伊勢町の産業を活性化するには差別化を図ることが必要だと考



え、炭を使った漁業、農業を売り出す「お炭付きタウン」を提案した。しかし、その実現

にはいくつもの課題がある。本ゼミはそれらの課題を 1 つ 1 つ解決していける事業案を提

案した。課題を解決し、「お炭付きタウン」が実現することができれば、南伊勢産の水産物、

農産物の認知度やブランド力向上と消費の拡大ができ、南伊勢町で稼げる仕事ができる。

産業の活性化が人口減少に歯止めをかけ、地域の活力につながると私たちは確信する。 

 

 

注 

1)J－クレジット制度 

温室効果ガスの排出削減量や吸収量をクレジットとして国が認証する制度。認証されたク

レジットは売買可能で、環境への貢献 PR、企業や製品の差別化、ブランディング等に利用

可能。 

2)カーボンニュートラル 

温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させること。  
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